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　平成 30 年（2018 年）4月より第 7次地域医
療計画を迎え、団塊の世代が後期高齢者となる

平成 37年（2025 年）を見据えた地域医療構想、

すなわち地域における医療機関の調整会議での活

発な協議が進められている。第７次山口県保健医

療計画（第６章：医療提供体制の充実と地域医

療連携の推進）に記載のある通り、限られた医療

資源の中で適切な保健医療サービスを提供するた

め、地域の「一次医療」、「二次医療」、「三次医療」

の役割を分担し、「病院完結型」ではなく「地域

完結型」の効率的で質の高い医療が提供できる体

制整備の推進が求められており、地域の民間病院

においても同様に地域医療構想に沿った病床機能

への転換など、地域医療のニーズに対応するため

に連携・協力することが必要である。

　また、平成 30年は診療報酬、介護報酬の同時

改定が行われ、介護保険事業、医療費適正化計画

など同時に動き出さなければならない状況下であ

るが、山口県は一人当たりの医療費額が全国第 2

位であり、慢性期、療養病床数も人口比で全国第

2位となっており、地域医療の体制整備のため特

に大きな転換が必要な地域と考えられる。実際、

山口県地域医療構想にて算出されたデータでは、

将来必要な慢性期病床は現在の半分程度である

5,000 床とされた。この将来削減が必要とされる

5,000 床に相当する医療需要を担うのは在宅医療

であり、地域における在宅医療の充実・強化が求

められるところである。また、本年度より院内施

設の介護医療院が新設されており、在宅復帰が困

難で医療必要度の低い患者は介護医療院への転換

が進むこととなるであろう。

　さて、下関市内で運営している自院においても

全病床の約半数が慢性期療養病床であり、将来の

地域人口構造の変化に伴い、2025 年にどれだけ

の医療需要があるのかを検討し、病床の転換を考

える時期に直面しているが、慢性期病床をどう転

換するかを考える際、どうしても急性期病院の病

床転換などの動きが大きく作用する。下関では大

きく 4つの公的病院があるが、地域医療構想に

て算出されたデータでは、将来必要な急性期病床

数は 1,000 床となり、効率のよい医療体制のた

め 500 床の 2病院に統合する方向で動き出すこ

ととなった。しかしながら４つの公的病院の経営

基盤がそれぞれ異なるため、現在では統合が進ん

でおらず容易い話ではなくなってきている状況で

ある。このような状況の中、4つのうち 3病院で

は統合まで病院経営をする上で、病床稼働が芳し

くない一部急性期病床の回復期病床への転換して

いる。今まで地域の慢性期病院は急性期病院から

の紹介患者が大多数を占めていたが、ここ数年で

は紹介患者は激減しており、これまでの慢性期病

院の他力本願的な考え方では入院患者の確保は困

難となってきている。慢性期病院は独自で一部の

高齢者の救急患者の受け入れを行う機能が必須と

なり、同時に慢性期病床の転換についても考えな

ければならない。この現状が継続すると市内の急

性期、回復期、慢性期それぞれでの患者の奪い合

いが起こり、健全な病院運営がなされなくなる可

能性があると危惧している。

　また、前述したように、病床の転換（削減）を

進める上で在宅医療の充実・強化は重要である。

今後は、公的病院はもちろん民間病院による在
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宅療養支援診療所、介護施設、介護事業所等の

患者へのバックアップ体制強化がさらに必要とな

る。地域全体として相互に協力・連携を強め、高

齢化に伴う医療ニーズに対応していくことが重

要であり、自院においてもその役割を担ってい

きたいと考える。また、さらに、地域の民間病

院の役割として、日本版 CCRC（Continuing Care 

Retirement Community：継続したケアを提供す

る高齢者コミュニティ）を意識した医療型のまち

づくりを考えることも必要である。この CCRC と

は高齢者が最後まで安心して生活を送れる場のこ

とで、高齢者の介護の担い手であった女性の社会

進出、また、超高齢化に伴う医療・介護資源の不

足などの問題がある中、米国では 19世紀から現

在まで増加してきている。日本においても、リタ

イア後、まだ元気なうちに地方に入居（移住）し、

移住地での社会交流や地域交流を通して豊かな健

康寿命の延伸を目指し、その後、要介護状態になっ

ても同じ場所で継続的に医療・介護を受けられる

ように多面的に整備された場所、つまり CCRC が

必要とされており、高齢者の複合型施設を整備し

ていく中で郊外の民間病院が担える役割は大きい

と考える。

　最後に、第 7次医療計画で示される 5疾病 5

事業の医療機能と地域医療構想での医療機能の整

合性をどのようにするか、現在、調整会議では医

療現場が混乱を来さないように慎重に協議を進め

ている。大学・急性期病院、そしてこれまで地域

医療を支えてきた地域密着型の中小病院の声が聞

き入れられる議論を進めていただきたい。


